
回転25度

諸収入
17億2720万円
（4.1％）
使用料および手数料
12億6861万円
（3.0％）

分担金および負担金
6億4411万円（1.5％）
繰入金
5億8802万円（1.4％）
その他
5億2181万円（1.3％）

県支出金
23億6854万円
（5.7％）

国庫支出金
21億8721万円（5.2％）

その他
6億6313万円（1.6％）

自主財源
（36.5％）

依存財源
（63.5％）

地方譲与税
4億7152万円（1.1％）

地方消費税交付金
9億3935万円（2.3％）

歳 入

地方交付税
163億5000万円（39.1％）
地方交付税
163億5000万円（39.1％）

市債
35億3430万円
（8.5％）

市債
35億3430万円
（8.5％）

市税
105億4923万円
（25.2％）

市税
105億4923万円
（25.2％）

一
般
会
計
は

　

4
1
8
億
1
3
0
3
万
円

　

平
成
19
年
度
の
予
算
（
表
1
参

照
）
は
、
一
般
、
特
別
、
企
業
会

計
を
合
わ
せ
た
12
会
計
の
総
額
が

8
1
0
億
8
7
7
3
万
円
、
対
前

年
度
比
2
・
3
％
の
増
額
と
な
り

ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、
一
般
会
計
の
予
算

額
は
、
4
1
8
億
1
3
0
3
万
円

で
、
前
年
度
と
比
べ
1
・
2
％
の

減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
19
年
度
は
、
行
政
改
革
大

綱
お
よ
び
総
合
計
画
を
策
定
し
て

か
ら
初
め
て
迎
え
る
年
度
で
も
あ

る
こ
と
か
ら
、
改
革
を
着
実
に
実

現
す
る
と
と
も
に
新
し
い
ま
ち
づ

く
り
に
踏
み
出
す
た
め
の
予
算
編

成
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

特
に
、
行
政
改
革
に
お
い
て

は
、
事
務
事
業
の
整
理
合
理
化

や
補
助
金
改
革
な
ど
に
よ
り
、

3
億
9
8
4
3
万
円
の
効
果
額
を

生
み
出
し
て
い
ま
す
。

市
債
残
高
は
1
4
7
7
億
円

　

市
債
（
借
金
）
は
、
市
民
の
恒

久
的
な
福
祉
向
上
の
た
め
の
施
設

整
備（
道
路
・
学
校
な
ど
の
整
備
）

に
活
用
し
ま
す
。
ま
た
、
市
債
に

は
将
来
的
に
施
設
を
利
用
す
る
市

民
の
方
に
も
返
済
を
負
担
し
て
い

た
だ
き
、
世
代
間
の
公
平
を
図
る

大
切
な
役
割
が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
19
年
度
末
の
市
債
の
現
在

高
（
表
2
参
照
）
は
、
一
般
会

計
分
が
6
4
6
億
8
1
4
7
万

円
で
、
平
成
18
年
度
末
に
比
べ
て

4
・
1
％
減
少
す
る
見
込
み
で
す
。

こ
れ
に
特
別
・
企
業
の
す
べ
て
の

会
計
を
合
わ
せ
た
全
市
債
残
高

は
、
1
4
7
7
億
2
6
8
9
万
円

（
前
年
対
比
2
・
8
％
減
）
に
な
る

見
込
み
で
、市
民
1
人
当
た
り（
平

成
19
年
3
月
1
日
現
在
住
基
人
口

9
1
、8
5
4
人
）
に
す
る
と
約

1
6
1
万
円
に
な
り
ま
す
。

財
政
調
整
基
金
か
ら

5
億
円
取
り
崩
し

　

一
般
会
計
の
財
政
構
造
は
、
依

平成19年度豊岡市予算案がまとまりました

　豊岡市として行政改革大綱や総合計画の策定後、初年度となる「平成19年度当初予算案」がまとまり
ました。皆さんが納める税金や国・県からの補助金などが、まちづくりのためにどのように活用されるのか
紹介します。なお、この予算案は、豊岡市議会3月定例会で審議されています。 　《問合せ》財政課財政係

平成19年度 豊岡市予算案

12会計 総額で810億円12会計 総額で810億円

予
算
の
概
要

一
般
会
計
・
歳
入

区　　分 予　算　額 前年度比

  一般会計 418億1303万円 △1.2％

特別会計 248億9420万円 ＋3.6％

国民健康保険事業（事業勘定） 86億9567万円 ＋5.1％

国民健康保険事業（直診勘定） 8486万円 ＋1.8％

老人保健医療事業 87億2898万円 ＋2.0％

介護保険事業 61億1178万円 ＋4.7％

診療所事業 1億5520万円 △3.9％

墓地公園事業 536万円 △81.2％

簡易水道事業 10億 177万円 △5.5％

宅地事業 1億1058万円 ＋466.8％

企業会計 143億8050万円 ＋11.3％

水道事業 47億3525万円 ＋49.9％

下水道事業 94億3145万円 △1.2％

農業共済事業 2億1380万円 △5.0％

合　　　計 810億8773万円 ＋2.3％

（表1）
会計別予算一覧一般会計・目的別予算の内訳 （グラフ1）

市債残高

会　計 市債残高

一　般 647億円

特　別 78億円

企　業 752億円

合　計 1477億円

市民1人当たり 161万円

（表 2）

平成19年度末見込み

一般会計予算額　418億1303万円

広報とよおか　2007.3.25 �



回転25度

土木費
57億8981万円
（13.9％）

土木費
57億8981万円
（13.9％）

教育費
44億7805万円
（10.7％）

教育費
44億7805万円
（10.7％）

衛生費
43億1534万円
（10.3％）

衛生費
43億1534万円
（10.3％）

総務費
42億5973万円
（10.2％）

総務費
42億5973万円
（10.2％）

公債費
76億5021万円
（18.3％）

公債費
76億5021万円
（18.3％）

民生費
92億4870万円
（22.1％）

民生費
92億4870万円
（22.1％）

商工費
17億2118万円
 （4.1％）

農林水産業費
14億7082万円 （3.5％）

議会費 2億7965万円 （0.7％）
労働費 1億4575万円 （0.4％）
災害復旧費5794万円 （0.1％）

諸支出金6000万円 （0.1％
予備費1000万円 （0.0％）

消防費
23億2585万円
 （5.6％）

歳 出

人件費（20.9％） 　　　　87億5338万円
市長､議員､職員などの給料や諸手当など

義務的経費（27.7％） 　 115億5963万円
扶助費や公債費などの支出が義務付けられ､任意に削減で
きない経費

投資的経費（災害復旧費含む）（9.6％） 
　　　　　　　　　　　　40億2306万円
道路､公園､その他施設の建設などの整備に要する経費

一般行政経費（41.8％）  174億6696万円
施設の維持管理費や補助金、特別会計への繰出金などの経費
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予備費

平成19年度 豊岡市予算案

存
財
源
で
あ
る
地
方
交
付
税
、
国

県
支
出
金
、
市
債
等
が
歳
入
の
約

63
・
5
％
を
占
め
る
極
め
て
脆
弱

な
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
か
で
も
一
般
会
計
の
歳
入
の

内
訳
（
グ
ラ
フ
1
参
照
）
で
、
最
も

大
き
な
割
合
を
占
め
る
の
は
、
地

方
交
付
税
（
ど
の
自
治
体
で
も
必

要
最
小
限
の
住
民
サ
ー
ビ
ス
が
提

供
で
き
る
よ
う
に
国
が
交
付
す
る

お
金
）
で
、
1
6
3
億
5
0
0
0

万
円
、
前
年
度
と
比
べ
0
・
9
％

の
増
加
で
、
全
体
の
39
・
1
％
を
占

め
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
国
が
進

め
る
地
方
交
付
税
改
革
の
影
響
も

あ
り
ま
す
が
、
地
方
交
付
税
と
し

て
交
付
さ
れ
る
公
債
費
や
頑
張
る

地
方
応
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
創
設
に

よ
る
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

ま
た
、
施
設
整
備
を
す
る
た
め

に
借
入
れ
る
市
債
35
億
3
4
3
0

万
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

一
方
、
自
主
財
源
の
柱
で
あ
る

市
税
は
、
1
0
5
億
4
9
2
3
万

円
、
歳
入
全
体
の
25
・
2
％
を
計

上
し
て
お
り
、
前
年
度
と
比
べ
て

12
・
9
％
の
大
幅
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
税
制
改
正
（
税
源

移
譲
等
）
に
よ
る
影
響
の
ほ
か
、

固
定
資
産
税
の
増
収
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。

　

ま
た
、財
源
不
足
を
補
う
た
め
、

財
政
調
整
基
金
か
ら
5
億
円
を
取

り
崩
し
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
平
成

19
年
度
末
の
基
金
の
現
在
高
（
表

3
参
照
）
は
、
財
政
調
整
基
金
な

ど
す
べ
て
の
基
金
を
合
わ
せ
る

と
、1
0
9
億
7
2
4
3
万
円（
前

年
対
比
4
・
7
％
減
）
に
な
る
見

込
み
で
、
市
民
1
人
当
た
り
に
す

る
と
約
12
万
円
に
な
り
ま
す
。

民
生
費
に

92
億
4
8
7
0
万
円

　

一
般
会
計
の
歳
出
の
内
訳
（
グ

ラ
フ
2
参
照
）
で
、
最
も
多
い
も

の
は
市
民
の
皆
さ
ん
の
福
祉
の

充
実
な
ど
に
充
て
る
民
生
費
で
、

92
億
4
8
7
0
万
円
、
全
体
の

22
・
1
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
こ

れ
に
借
金
返
済
に
充
て
る
公
債
費

が
76
億
5
0
2
1
万
円
、
18
・
3

％
、
土
木
費
が
57
億
8
9
8
1
万

円
、
13
・
9
％
と
、
高
い
数
値
で

続
い
て
い
ま
す
。

人
件
費
、
投
資
的
経
費

な
ど
を
圧
縮

　

歳
出
を
性
質
別
に
見
て
み
る

と
（
グ
ラ
フ
3
参
照
）、
人
件
費
は

87
億
5
3
3
8
万
円
、
前
年
度
と
比

べ
1
・
2
％
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

義
務
的
経
費
は
、
1
1
5
億

5
9
6
3
万
円
、
前
年
度
と
比
べ

4
・
1
％
の
増
を
見
込
ん
で
い
ま

す
が
、
こ
れ
は
、
乳
幼
児
医
療
助
成

費
、
児
童
手
当
な
ど
の
制
度
拡
充
に

よ
り
扶
助
費
が
増
額
す
る
こ
と
と

公
債
費
の
増
額
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
投
資
的
経
費
（
災
害
復

旧
費
含
む
）
は
40
億
2
3
0
6
万

円
、
前
年
度
と
比
べ
17
・
5
％
減

と
大
幅
な
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
19
年
度
の
経
常
収

支
比
率
（
※
注
1
）
は
88
・
6
％

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
財

政
の
健
全
度
を
示
す
実
質
公
債
費

比
率
（
※
注
2
）
は
18
・
1
％
と

な
り
、
国
の
定
め
る
水
準
の
18
％

を
上
回
る
と
予
測
し
て
い
ま
す
。

※
注
1
…
経
常
収
支
比
率

経
常
的
に
支
出
す
る
経
費
に
対
す

る
税
な
ど
の
一
般
財
源
の
充
当
比

率
で
財
政
の
弾
力
性
を
示
す
指
標

※
注
2
…
実
質
公
債
費
比
率

財
政
規
模
に
対
す
る
公
債
費
の
割

合
を
示
す
指
標
で
連
結
決
算
の
考

え
方
を
導
入
し
て
い
る
。

一
般
会
計
・
歳
出

基金残高

基金 基金残高

財政調整 33億円

特定目的 61億円

定額運用 9億円

特別会計 6億円

合計 109億円

市民1人当たり 12万円

（表 3）

平成19年度末見込み

一般会計・歳出の性質別内訳 （グラフ2）
（グラフ3）
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